喀痰吸引等業務方法書　～参考例～
第１　事業の目的

○○法人○○が開設する○○○（以下「事業所」という。）が喀痰吸引又は経管栄養（以下「喀痰吸引等」という。）の安全かつ適正な実施体制を確保するため、喀痰吸引等の業務に関する具体的な事項を定め、事業所が喀痰吸引等の実施を必要とする利用者に対し、安全かつ適正な医療的ケアを提供することを目的とする。
第２　事業の適切な実施　　
[image: image1]
事業所の施設長（管理者）は、個々の入所者（利用者）の希望及び心身の状況を踏まえ、配置医（主治の医師）の指示に基づく喀痰吸引等の業務を、第４に定める介護職員（介護員）に安全かつ適切に行わせるものとする。

第３　事業所の名称等

喀痰吸引等の業務を行う事業所の名称、サービス種別、所在地及び喀痰吸引等の種類等は、次のとおりとする。
　（１）事業所名　　　○○
　（２）サービス種別　介護保険法における指定○○
　（３）所在地

　（４）喀痰吸引等の種類等

　　　ア　対象者　　不特定多数の者対象（特定の者対象）
　　　イ　内　容　　口腔内の喀痰吸引
鼻腔内の喀痰吸引

気管カニューレ内部の喀痰吸引

胃ろう又は腸ろうの経管栄養
胃ろうの経管栄養（チューブの接続及び注入開始を除く）
　　　　　　　　　　　経鼻経管栄養
第４　喀痰吸引等を行う介護職員（介護員）　　※２-①関係　←　様式１-４の適合書類の該当箇所
　当該業務方法書に基づく喀痰吸引等業務を行う介護職員（介護員）は、都道府県から認定特定行為業務従事者認定証の交付を受けた者であり、施設長（管理者）が業務を行うのに適当と認めた者とする。

　ただし、実施できる喀痰吸引等の医療的ケアは、各職員の認定証に記載された行為のみとする。
　
第５　医師の指示　　※１-①関係
１　施設長（管理者）は、喀痰吸引等の実施に際し、配置医（主治の医師）から文書による指示を受けなければならない。
２　医師の文書による指示の手順については、次のとおりとする。
（１）指示書の作成依頼
施設長（管理者）は、介護職員（介護員）が、喀痰吸引等の必要な利用者に対して当該医療的ケアを実施する場合には、配置医（主治の医師）に対して、喀痰吸引等指示書（様式○号）による指示書の作成を依頼する。

（２）指示の確認

配置医（主治の医師）から受領した指示書の内容については、喀痰吸引等の業務を担当する事業所の職員全てが情報を共有する。

　（３）指示書の管理方法
　　　　配置医（主治の医師）から受領した指示書は、施設長（管理者）の責任下で管理する。

第６　役割分担　　※１-①関係
事業所（事業所等）の各職種の役割分担は、次のとおりとする。

（１）施設長（管理者）
・全体の統括及び業務管理
・安全委員会等の招集

・喀痰吸引等を実施する介護職員の選任

・利用者及びその家族への説明、同意の取得
（２）配置医師（主治の医師）
・必要な喀痰吸引等の包括的指示
・利用者の心身の状況把握、介護職員等による喀痰吸引等の必要性の判断

・看護職員と介護職員に対する指導

・その他、実施体制などに対する助言
（３）看護職員（訪問看護事業所の看護職員）

・医師の指示に基づく喀痰吸引等の実施

・利用者の心身の状況の把握等
・喀痰吸引等業務の計画書の作成　※施設の場合
・喀痰吸引等の実施の記録
・配置医（主治の医師）との連携

・介護職員との情報共有

・利用者の家族等への支援
・介護職員に対する研修・指導

・関係するその他の職種の間の連絡調整
（４）介護職員（介護員）
・利用者の心身の状況の把握等
・喀痰吸引等業務の計画書の作成　※在宅の場合
・医師の指示に基づく喀痰吸引等の実施

・喀痰吸引等業務の実施記録
・看護職員との情報共有

・利用者の家族等への支援
・喀痰吸引等に関する知識・技術の習得

（５）介護支援専門員・生活相談員（居宅介護支援事業所の介護支援専門員）
・利用者の個々の生活状況の把握及び計画の作成
・利用者の家族等への説明、同意の手続き

・利用者の家族等との連携
・主治の医師との連携　※在宅の場合

・外部（その他）の関係機関との連携　
第７　説明及び同意　　※２-⑧関係
施設長（管理者）は、介護職員（介護員）が喀痰吸引等を行うことについて、入所者（利用者）又はその家族に対して説明を行い、喀痰吸引等業務の提供に係る同意書（様式○号）により同意を得なければならない。

第８　実施計画書の作成　　※１-④、２-⑧関係
１　個々の入所者（利用者）の希望及び心身の状況並びに医師の指示を踏まえ、実施する喀痰吸引等の内容等が適切かつ安全に提供されるよう、看護職員（介護員）が喀痰吸引等実施計画書（様式第○号）（以下「実施計画書」という。）を作成する。

２　看護職員（介護員）は、利用者の喀痰吸引等の実施に先立ち、次の事項を踏まえた実施計画書を作成する。

（１）入所者（利用者）や家族の希望

（２）入所者（利用者）の心身の状況

（３）医師及び看護職員からの指示事項
（４）緊急時の対応方法
３　作成した実施計画書は、施設長（管理者）の決裁を受けた後、利用者本人又はその家族等に内容を説明し、文書により同意を得る。（説明の内容は、具体的な手順や緊急時の対応方法を含む。）
４　同意を得た実施計画書は、配置医（主治の医師及び訪問看護事業所）に提出する。

５　計画の実施に際しては、施設長（管理者）、配置医（主治の医師）、看護職員（訪問看護事業所の看護職員）、介護職員（介護員）、並びにその他の当該事業所の従業員（居宅介護支援事業所の介護支援専門員）等と連携し、継続的に実施されていく必要があることに留意する。

６　看護職員（介護員）は、入所者（利用者）の心身の状況の変化やそれに基づく医師の指示等により、必要に応じて実施計画書の検証や見直しを行うこととする。

７　実施計画書の内容の変更があった場合には、再度、入所者（利用者）又はその家族に対し説明し、文書で同意を得る。

第９　喀痰吸引等の実施

介護職員は、医師の指示書、実施計画書を事前に確認のうえ、看護職員の指導のもと、喀痰吸引等の手技の手順を示した手順書（以下「手順書」という。）に従い、実施する。
介護職員が実施する際の手順書は、「介護職員による喀痰吸引手順書（別紙○）」、「介護職員による経管栄養手順書（別紙○）」とする。
　　
第10　利用者の心身の状況の確認　　※１-②関係
※施設の場合

１　配置医は、各週に１回の定期診察の際に、入所者の心身の状況の確認を行う。

２　看護職員は、毎朝又は当該日の１回目の喀痰吸引又は経管栄養の実施の際には、入所者の心身の状況を確認し、入所者の心身の状況が安定していることが確認された場合に、介護職員が喀痰吸引等の業務を行う。

３　入所者の状態に異常が確認された場合は、介護職員は、配置医又は看護職員に報告し、喀痰吸引等の実施の可否について確認をする。

※在宅の場合

１　主治の医師及び訪問看護事業所の看護職員は、利用者ごとに期間を定め、利用者の心身の状況について定期的に確認を行う。

２　利用者の状態に異常が確認された場合は、介護員は、主治の医師又は訪問看護事業所の看護職員に報告し、喀痰吸引等の実施の可否について確認をする。
第11　実施報告書の作成及び提出　　※１-⑤関係
※施設の場合
１　介護職員は、喀痰吸引等の実施をするたびに、その結果を記録し、看護職員に報告する。
２　看護職員は、定期的に喀痰吸引等業務実施状況報告書（様式第○号）（以下「実施報告書」という。）を作成し、施設長の承認を受ける。

３　施設長は、喀痰吸引等の実施について実施報告書により、配置医への報告を行う。

※在宅の場合

１　介護員は、喀痰吸引等の実施をするたびに、その結果を記録し、定期的に訪問看護事業所の看護職員に報告する。

２　介護職員は、喀痰吸引等業務実施報告書（様式第○号）（以下「実施報告書」という。）を作成し、管理者の承認を受ける。

３　管理者は、喀痰吸引等の実施について実施報告書により、指示をうけた主治の医師に定期的に報告を行う。

第12　緊急時の対応　　※１-⑥関係
１　介護職員（介護員）は、喀痰吸引等を実施している時に、入所者（利用者）の心身の状況に変化が認められた場合又は、その他の急を要する場合にあっては、入所者（利用者）の安全を確保した後、直ちに医師又は看護師等に連絡を取り指示を仰ぎ、必要な措置を講じなければならない。
２　入所者（利用者）の心身の状況に急変が生じた場合に備え、各入所者（利用者）の状況に応じた個別の緊急時対応マニュアルを整備し、適切に対処する。
第13　安全委員会の設置　　※２-③関係
１　施設長（管理者）は、喀痰吸引等の実施について安全かつ適切なケアを行うことを目的とする安全委員会を設置する。

２　安全委員会の委員構成は、次のとおりとし、委員長は施設長（管理者）が務めるものとする。

（１）　委員長　施設長（管理者）

（２）　委　員　配置医（医師）
看護職員（訪問看護事業所の看護職員）

介護職員（介護員）
生活相談員　※施設の場合
介護支援専門員

その他委員長が必要と認める者

３　安全委員会は、次の事項について協議を行う。
　※　施設の場合

（１）看護職員と介護職員の連携体制
（２）喀痰吸引等業務の実施状況、実施計画に関する事項
（３）事故及びヒヤリハット事例の分析等による安全対策
（４）喀痰吸引等の技術及び知識に関する研修及びその指導方法
（５）業務方法書の内容、手順書に関する事項
（６）喀痰吸引等に必要な備品及び衛生管理

（７）その他、喀痰吸引等業務に関して必要な事項
※　在宅の場合

（１）訪問看護事業所看護職員との連携体制

（２）主治の医師との連携体制

（３）喀痰吸引等業務の実施状況に関する事項
（４）実施計画書・実施報告書に関する事項
（５）事故及びヒヤリハット事例の分析等による安全対策
（６）喀痰吸引等の技術及び知識に関する研修及びその指導方法
（７）業務方法書の内容、手順書に関する事項
（７）喀痰吸引等に必要な備品及び衛生管理

（８）その他、喀痰吸引等業務に関して必要な事項

４　安全委員会は、原則として○か月に１回開催する。この他、委員長が必要と認める場合は適宜開催する。
第14　研修体制の確保　　※２-④関係
１　介護職員（介護員）が安全に喀痰吸引等を実施するため、技術向上や安全確保を目的とした研修を実施する。
２　年間を通じた研修計画及び研修内容は次のとおりとする。
（１）定期研修

毎月１回実施することとし、安全を確保する規程等の確認、実施計画書並びに実施報告書の作成に関する事項、手順書に関する事項、その他必要に応じた内容を行う。
（２）技術向上及び手技の確認のための研修

少なくとも年１回、指導看護師（喀痰吸引等研修の指導に必要な講習を修了した看護師）の立会いのもと、各介護職員（介護員）の喀痰吸引等の手技の確認を行う。
（３）その他安全委員会が必要と認める研修

　　　喀痰吸引等の業務に必要な介護及び医療に関する研修を適宜実施する。
第15　備品等の管理　　※２-⑤、２-⑥関係
１　事業所は、喀痰吸引等に使用する設備・備品等を常時清潔に保ち、その衛生管理に努めなければならない。

２　介護職員（介護員）は、喀痰吸引等の実施に際しては、手順書にある手順どおり、使用する設備・備品の衛生管理に注意を払って扱わなければならない。

３　安全委員会において、衛生面に配慮すべき設備・備品の管理方法に関するマニュアル等を定め、その管理を徹底する。

第16　清潔の保持及び健康管理　　※２-⑦関係
喀痰吸引等の業務にあっては、介護職員（介護員）等の従業者は、心身の健康状態を保持し、利用者の健康を損なうことのないよう、手指の消毒をはじめ、身体や身なり等についても清潔を保つこと。
第17　感染症予防及び対処方法　　※２-⑦関係
１　喀痰吸引等の業務にあっては、入所者（利用者）の心身の状況等に応じて、使い捨て機材や、使い捨ての手袋等の備品等を活用するなど感染症の予防に配慮すること。
２　入所者（利用者）に感染症の症状が疑われる場合には、直ちに施設長（管理者）及び看護職員（訪問看護事業所）に報告し、医師の指示をあおぎ、入所者（利用者）の受診を速やかに行う。
３　※施設の場合　事業所内において感染症が発生した場合には、配置医又は看護職員の指示に従い、周囲への感染を防ぐよう努める。
また、衛生管理を徹底するため、必要に応じて保健所の助言、指導を求める等の対応を図る。
第18　事故発生時の対応
１　利用者に対する喀痰吸引等の実施により事故が発生した場合は、応急処置を行い、医療機関への搬送等の措置を講じ、速やかに市町村及び利用者の家族などに連絡するとともに、その顛末を記録し、再発防止対策に努める。
２　事故発生を予防するため、不注意やうっかりにより事故になる直前の事態・事例（「ヒヤリハット事例」という。）を収集し、安全委員会で原因分析等を行うなど事故防止策について検討し、関係者全員で事故発生予防に関する情報共有を行う。
第19 　損害賠償　　※２-⑨関係
喀痰吸引等の実施にともなって、事業所の責めに帰すべき事由により利用者の生命・身体・財産の損害を及ぼした場合は、利用者に対してその損害を賠償する。
　なお、介護職員（介護員）が、喀痰吸引等の医療的ケアを実施した際の損害賠償を対象とした保険に加入する。
第20　秘密保持等
１　事業所の職員は、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持する。
２　事業所の職員であった者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるため、職員でなくなった後においてもこれらの秘密を保持するべき旨を、雇用契約の内容に含め、遵守させるものとする。

第21　関係書類の管理、保存
１　喀痰吸引等の業務に関する関係書類は利用者ごとのファイルを作成し、施錠できるロッカーで適切に管理する。
２　関係書類は、そのサービス提供の完結から○年間保存する。※２年以上で事業所の定めた年数
３　関係書類の廃棄は、焼却その他の復元することができない方法により行う。
※　青字の括弧内は在宅の場合として記載





※登録する特定行為のみを記載





※事業所で定める様式も合わせて添付すること





※　各特定行為の手順書（マニュアル）を添付すること





※感染予防対策マニュアル等の備品等の管理に関するマニュアルを添付すること
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